
 

 

 

 

 

 

あんしん相続通信 

マネーコンシェルジュ税理士法人 

ビジネスサクセション株式会社 
【住所】 〒530-0054 大阪府大阪市北区南森町2-1-29 三井住友銀行南森町ビル3Ｆ  

〒107-0052 東京都港区赤坂8-13-19インペリアル赤坂1番館512号 

【電話】 0120-516-264／06-6450-6990 
【FAX】 06-6450-6991 
【メール】 info@money-c.com 
【HP】 https://www.money-c.com/gyoumu/souzoku.htm 
【担当者】今村 京子／村田 直／今村 仁／木下 洋子 
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相続発生後の手続き関係 

「相続の手続きって何をいつまでにすれ

ばいいのだろうか？」 

「相続税がかからないと言われているけ

ど、株も上がっているから心配・・・」 

相続税のかかる人はもちろんのこと、相

続税のかからない人であっても、相続発

生後に色々な手続きがあります。 

1. 相続発生後の手続き関係 

タイムスケジュール（目安） 

2. 相続税の申告は 10 か月以内、 

相続税がかかる？かからない？ 
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7日以内 □死亡診断書の受け取り 

□死亡届の提出と火葬許可証と埋葬許可証の取得 

病院 

市区町村、火葬場 

10日以内 □年金受給者死亡届の提出（マイナンバー登録

されている場合は不要） 

□国民年金・厚生年金・船員保険・共済年金未

支給【年金・保険給付】請求書 

□遺族年金の請求（年金受給者） 

年金事務所 

 

年金事務所 

 

年金事務所 

14日以内 □介護保険被保険者証の返却・介護保険資格喪

失届の提出 

□世帯主変更届の提出 

市区町村 

 

市区町村 

1か月以内 □国民健康保険証の返却 

□葬祭費の申請 

□金融機関へ死亡の連絡 

□公共料金・携帯・クレカの解約・名義変更 

□生命保険金の請求 

□遺言書の有無の確認 

□遺言書の検認（公正証書遺言以外） 

市区町村 

市区町村 

各金融機関 

各会社 

各保険会社 

公証人役場 

家庭裁判所 

2か月以内 □正確な相続人を特定 

難しい場合は司法書士等に依頼しましょう！ 

「法定相続情報一覧図」を作成されると後の

手続きが便利 

□被相続人の財産調査 

現預金、株式など有価証券、不動産、保険金、

ゴルフ会員権、老人ホームの入居金など 

特に債務を確認 

□遺留分の確認 

□遺産分割協議の開始 

□遺産分割協議書の作成 

□高額医療費の請求（時効は 2年） 

市区町村で戸籍謄

本等を入手 

 

 

各金融機関、法務

局、市区町村、保険

会社など 

 

 

 

 

市区町村 

3か月以内 □相続放棄・限定承認の申し立て 

 債務が多い場合 

家庭裁判所 

4か月以内 □準確定申告の提出 税務署 

10か月以内 □預貯金・不動産の名義変更手続き 

□相続税申告の提出 

申告書の提出期限までに納税も必要 

財産に不動産が多い場合には、納税資金準備

が必須 

各金融機関、法務局 

税務署 

1年以内 □遺留分侵害額請求の手続き 

 遺留分の侵害があり、納得がいかないとき 

家庭裁判所 

 

相続発生後の手続き関係タイムスケジュール(目安) 

 

 

揉めないように

心掛けましょう 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相続税の申告は 10か月以内、相続税がかかる？かからない？ 

 

【具体例で確認しましょう！】 

相続財産の価額の合計額が 3億円、債務及び葬式費用の価額が 2億 5,000 万円、相続人は妻と

子供 2人で遺産分割の内容等は次表のとおりとします。 

 

 妻 子供 合計額 

①相続財産の価額 2億円 1億円 3億円 

②債務・葬式費用の価額 2億円 5,000万円 2億 5,000万円 

③基礎控除額 4,200万円（3,000万円＋600万円×2人） 

 

《本来の計算方法》 

1. 各人の課税価格の計算 

⇒財産を取得した人ごとに相続財産の価額から債務・葬式費用の価額を差し引いて計算します。 

 妻：2億円－2億円＝0円 

 子供：1億円－5,000万円＝5,000万円 

 

2. 課税価格の合計額の計算 

⇒各人の課税価格を合計します。 

 妻 0円＋子供 5,000万円＝5,000万円 

 

3. 課税遺産総額の計算 

⇒課税価格の合計額から基礎控除額を差し引いて計算します。 

 課税価格の合計額 5,000 万円－基礎控除額 4,200 万円＝800万円 

結論⇒課税遺産総額が 800万円となり、「申告が必要」となります。 

相続税は、被相続人（亡くなられた人のこと）の財産を相続や遺贈等によって取得した場合に、

その取得した財産の価額を基に課される税金です。 

 

被相続人から相続、遺贈等によって財産を取得した各人の課税価格の合計額が、基礎控除額を

超える場合、その財産を取得した人は、相続税の申告をする必要があります（なお、基礎控除額

を超えない場合でも、特例を受ける場合には、相続税の申告が必要となります。） 

 

基礎控除額は、3,000万円＋（600万円×法定相続人の数）の算式で計算します。 

 

次の算式で計算した課税遺産総額が「＋プラス」になる場合には、相続税の申告が必要です。 

「財産を取得した各人の課税価格の合計額」－「基礎控除額」＝課税遺産総額

 

  

 

  

相続税がかかるかどうかご心配な方、弊社にてシミュレーションができます(有料) 



 

 

 

 


